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【表紙】   
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（同所は登記上の本店所在地であり、実際の業務は「最寄りの連絡場所」

で行っております。） 

【電話番号】 該当事項はありません。 

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません。 

【最寄りの連絡場所】 東京都台東区浅草橋一丁目22番16号 ヒューリック浅草橋ビル８階(本社)

【電話番号】 ０３ (６８９１) ４９７０ (代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理部長    金  子  順  一 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社は連結子会社である株式会社トランスパレントの全事業を譲受けました

が、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 
第63期 

第３四半期 
連結累計期間 

第64期 
第３四半期 
連結累計期間 

第63期 

会計期間 
自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日 

自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日 

自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 

売上高（千円） 10,708,679 11,005,022 14,141,495 

経常利益又は経常損失（△）（千円） 131,096 △380,192 135,520 

四半期（当期）純利益又は四半期純損

失（△）（千円） 
96,666 △402,988 43,262 

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
55,802 △398,407 67,485 

純資産額（千円） 6,558,436 6,147,899 6,570,119 

総資産額（千円） 28,809,589 30,064,240 29,768,072 

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は四半期純損失金額（△）（円） 
12.16 △50.77 5.44 

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額（円） 
― ― ― 

自己資本比率（％） 22.8 20.4 22.1 
 

回次 
第63期 

第３四半期 
連結会計期間 

第64期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成24年10月１日 
至 平成24年12月31日 

自 平成25年10月１日 
至 平成25年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）（円） 
38.28 △7.28 

 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

  
(1）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、成長率が鈍化傾向にあった中国景気の持ち直しが確認され

たものの、今後の安定成長の持続に課題を残しました。欧州景気は、引き続き雇用情勢は厳しいもの

の、輸出の改善を受け、薄日の広がりを見せ始めました。景気回復が持続的なものになりつつある米国

においても、雇用の改善が顕著となり、量的緩和の穏やかな縮小に踏み出しました。懸念材料を抱える

ものの、全体としては、景気回復の兆しが随所に見られる展開になりました。 

日本経済は、アベノミクスや日米金利差による円安の定着、株価の上昇により回復が鮮明になり、個

人消費は、消費者マインドの改善に加え雇用・所得環境の良化から底堅く推移し、企業の景況感も、大

企業に加え中小企業も大幅に改善されました。株式市場も活況を呈し、期末には、16,000円台に回復し

ました。政府は、昨年10月１日に４月からの消費税率引き上げを決定しましたが、併せて、企業減税や

経済対策の策定に入っており、今後は如何に経済成長と財政再建を同時に達成する好循環を実現できる

かが試される展開が予想されます。 

このような状況の中、当社グループはお客様との関係強化に努め、お客様のニーズに応えるべく新製

品の開発や既存製品の拡販に取り組んだ結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は11,005,022千円

（前年同期比＋296,343千円、＋2.77%）となりました。 

損益面では、円安による増収効果はあったものの、原材料の上昇も伴ったこと、前年度期央と当期初

に稼働した二つの新工場の固定費負担増等により、営業損失は△426,638千円（前年同期比△639,706千

円）、経常損失は△380,192千円（前年同期比△511,289千円）、四半期純損失は△402,988千円（前年

同期比△499,655千円）となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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セグメントの業績は次のとおりであります。 

 (感光性材料事業) 

半導体向け感光性材料においては、スマートフォンやタブレット端末など高精細な表示性能が要求

される電子機器の拡大が進み、高価格品を中心に需要が伸長しました。また、液晶用途向け感光性材

料も、液晶テレビや液晶ディスプレイなどの価格下落を拡販の努力で補い、売上回復に転じました。

加えて、電解液・イオン液体においては、車載用途向け電解液の需要が伸張しており、継続して需要

開拓を進めております。 

以上の結果、同事業の売上高は6,113,126千円（前年同期比＋404,443千円、＋7,08%）、 

営業利益は208,845千円（前年同期比＋206,107千円）となりました。 

 (化成品事業) 

香料材料部門は、アベノミクスにより円安の追い風を受けましたが、マーケットにおける価格競争

は依然として厳しく、減収減益となりました。また、グリーンケミカル部門は、高付加価値品と溶剤

リサイクルを中心に引続き市場開拓を進めていますが、国内半導体市場の低迷の影響を受け、減収減

益となりました。一方、ロジスティック部門は、お客様満足度の維持・向上に努めた結果、タンク契

約率を高水準に維持し、高い利益率を確保しております。 

以上の結果、同事業の売上高は4,891,896千円（前年同期比△108,100千円、△2.16%）、 

営業損失は△635,483千円（前年同期比△845,813千円）となりました。 

  
(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

なお、当社は会社法施行規則第118条第３号に定める「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する基本方針」(以下「会社の支配に関する基本方針」といいます。)を定めてお

り、その内容は下記のとおりです。 

①  会社の支配に関する基本方針の内容 

当社は、昭和29年設立以来、独創的な視点を大切にした研究・開発に注力し、現在ではフォトレジ

スト向けの感光性材料ならびに、電解液・イオン液体等の製造・販売を中心とした「感光性材料事

業」、香料材料の製造・販売及び電子材料向け溶剤を中心とする高付加価値品の販売及びリサイク

ル、ならびに液体化学品の保管業務を行う「化成品事業」を営んでおります。 

当社事業の特徴として、①顧客企業と研究開発段階からの技術的な摺り合せによる参入障壁の構

築、②長年にわたり蓄積された高い生産技術力、③事業環境の変化への対応力を高める成長事業と基

盤事業を組み合わせた事業ポートフォリオの構築、④各事業が密接に結び付くことによる大きなシナ

ジー効果等により、国内のみならず、世界各国のお客様より高い評価をいただいております。 

当社は、当社の財務及び事業方針の決定を支配する者の在り方について、当社の経営理念や企業価

値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。 

上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆様による自由な取引が認

められており、当社の株式に対する大規模な買付行為や買付提案があった場合においても、当該大規

模な買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば一概に否定

するものではなく、これに応ずるか否かは最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべき

であると考えております。 

しかしながら、このような大規模な買付等の中には、専ら買付者自らの利潤のみを追求しようとす

るもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの等、対象会社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切

な大規模な買付等を行う者を、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると

考えます。 
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②  会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み 

当社は、中長期的な経営戦略及びコーポレート・ガバナンスの強化の両面より、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益の確保・向上に努めております。当社は、以下の施策を会社の支配に関する基

本方針の実現に資するものと考えております。 

ａ  経営の基本方針 

 当社は、経営方針として「①安全操業を最優先し、従業員、協力会社社員、地域住民など関係者

の安心できる操業環境を確保する。②世界最高のマイクロストラクチャー構造材料を国際社会に提

供する。③常に新製品、新プロセス、新サービスを開発する。④生産技術の高度化を推進し、新プ

ロセスを開発、安定品質で市場競争を勝ち抜く。⑤国内外隔たりなく企業活動を展開し、日本を代

表するグローバル企業となる。⑥全社をあげて常に能力開発に努め、個人の能力の向上を通じて創

造性を発揮し、社会に貢献する。」を掲げております。当社は、この経営方針に基づき、積極的な

事業展開を進め、業容の拡大と業績の向上に邁進し、高品質かつ高機能の材料を可能な限り安価に

供給することにより、産業全体の発展と高度化に役立つことを目指しております。 

また、創業以来、「技術開発力こそ全ての出発点」を企業理念に、研究開発力の増強と生産技術

の向上に努め、蓄積された技術やノウハウを活用して、市場ニーズに迅速かつ適確に対応し、有機

合成から分離精製、プラントエンジニアリング、化成品物流等に至るまで、事業分野及び事業規模

を着実に拡大させることにより化学産業界で独自の地位を築き、当社の永続的発展を通じてお客

様、株主の皆様、従業員などの利害関係者に貢献することを目指しております。 

ｂ  中長期的な経営戦略 

当社グループは、感光性材料事業及び化成品事業の２事業を営んでおります。感光性材料事業の

関連業界は、デジタル家電の発展に伴い今後も成長が期待できると考えられますが、新興国の技術

水準の向上とそれに伴う新興国への生産シフトによる低価格化の進行、ならびに技術革新による新

技術や新製品の開発競争も激しさを増しております。これらの要因から、価格競争の激化のみなら

ず、クリスタルサイクルやシリコンサイクルの影響による、業績の大きな変動も避けられないもの

と考えます。これら需要変動の影響を最小限に留めるため、化成品事業の競争力をより向上させ、

当社グループ全体として安定した業績を維持できる体質を構築することが必要であると考えており

ます。 

今後も、安全操業及び安定供給に努め、国内外のお客様との連携をより一層強化していくととも

に、市場ニーズを見据えた研究開発力の強化、効率的な生産技術の開発、海外事業の拡大等につき

ましても引続き注力し、全社一体となって企業価値の持続的向上を実現してまいります。 

ｃ  コーポレート・ガバナンスの強化への取組み 

当社は、企業価値・株主共同の利益の向上を実現するためには、株主価値を高めることが課題で

あると認識しており、経営の効率化・健全化を積極的に進めるとともに、経営の透明性を高めるた

めコーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。 

具体的には、取締役の責任明確化と経営環境の変化に柔軟に対応するため、取締役の任期を１年

としております。また、経営管理機能の強化と取締役業務執行状況の監督強化を目指し、監査役は

４名体制としております。さらに、平成19年６月より執行役員制度を導入し、意思決定の迅速化と

業務執行体制の強化を図っております。 

  

③  会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支

配されることを防止するための取組み 

当社は、上記会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方

針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるた

めの取組みとして、平成23年５月30日開催の当社取締役会において「当社株式の大規模買付行為に関

する対応策」(以下「本プラン」といいます。)の継続を決議し、平成23年６月22日開催の当社第61回

定時株主総会において、本プランについて株主の皆様にご承認をいただき継続しております。 

本プランの対象となる当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上

とすることを目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が
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20％以上となる当社株券等の買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といい

ます。 

本プランにおける大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関しては、次のとおり一定

のルール(以下「大規模買付ルール」といいます。)を設けており、大規模買付ルールによって、①事

前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、②必要情報の提供完了後、

対価を現金のみとする公開買付による当社全株式の買付けの場合は最長60日間、またはその他の大規

模買付行為の場合は最長90日間を当社取締役会による評価・検討等の取締役会評価期間として設定

し、取締役会評価期間、また株主検討期間を設ける場合には取締役会評価期間及び株主検討期間が経

過した後に大規模買付行為を開始するというものです。 

本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該大規

模買付行為に対する対抗措置は講じません。ただし、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなか

った場合、遵守しても当該大規模買付行為が、結果として当社に回復し難い損害をもたらすなど、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断する場合には、必要かつ相当な範囲で新

株予約権の無償割当等、会社法その他の法律及び当社定款が認める検討可能な対抗措置をとることが

あります。 

このような対抗措置をとる場合、その判断の客観性及び合理性を担保するために、取締役会は対抗

措置の発動に先立ち、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役、社外監査役または

社外有識者から選任された委員で構成する独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問

し、独立委員会は取締役会評価期間内に対抗措置発動の是非または対抗措置の発動について株主総会

に付議することの要否を、取締役会に対し勧告するものとします。当社取締役会は、対抗措置を発動

するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。 

なお、本プランの有効期限は平成26年６月30日までに開催される当社第64回定時株主総会の終結の

時までとします。本プランは、当社第61回定時株主総会において継続が承認され発効しております

が、①当社株主総会において本プランを廃止する旨の株主の一定割合の意思表示が行われた場合、②

当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議等が行われた場合には、その時点で廃止されるもの

とします。継続後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載し

ております。 

(当社ウェブサイトhttp://www.toyogosei.co.jp) 

  
④  本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致

し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないことについて 

本プランは、a 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、及び経済産業省に設置された

企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り

方」の内容も踏まえたものとなっていること、b 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入さ

れていること、c 株主総会での承認により発効しており、株主意思を反映するものであること、d 独

立性の高い社外者のみから構成される独立委員会の判断を重視するものであること、e デッドハンド

型及びスローハンド型の買収防衛策ではないこと等、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと

考えております。 

  

(3）研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は527,496千円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 

  

― 6 ―



  
(4) 主要な設備 

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当第３四半期連結累計期間に

完成したものは、次のとおりであります。 

  (注)上記の金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

会社名事業所名 所在地 セグメントの名称 設備の内容 投資総額(千円) 完了及び稼働

当社淡路工場 兵庫県淡路市 化成品事業 化成品生産施設 1,937,203 平成25年４月
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(6) 【大株主の状況】 

  当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 30,000,000 

計 30,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成25年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成26年２月７日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 8,143,390 8,143,390 

東京証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数 

100株 

計 8,143,390 8,143,390 ― ― 
 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高 

（千円） 

平成25年10月１日～ 

平成25年12月31日 
― 8,143,390 ― 1,618,888 ― 1,514,197 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

  

① 【発行済株式】 

  

② 【自己株式等】 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

役職の異動 

  平成25年12月31日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） － ― ― 

議決権制限株式（その他） － ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  205,900 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,935,600 79,356 ― 

単元未満株式 普通株式  1,890 ― ― 

発行済株式総数 8,143,390 ― ― 

総株主の議決権 ― 79,359 ― 
 

  平成25年12月31日現在 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

東洋合成工業株式会社 
千葉県市川市上妙典

1603 
205,900 ― 205,900 2.53 

計 ― 205,900 ― 205,900 2.53 
 

２ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役
専務取締役 

(経営企画部長)
川村 繁夫 平成25年７月１日

取締役 
(事業サポート部長兼事業開
発部統括部長兼ＢＰＲ室長)

取締役 
(総務部長兼研究開発推進部
長兼事業開発部統括部長)

島川 優 平成25年７月１日

取締役 
(経営管理部長)

取締役 
(経理部長)

金子 順一 平成25年７月１日
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月

１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けており

ます。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,669,457 1,723,556

受取手形及び売掛金 ※２  2,268,894 ※２  2,923,218

商品及び製品 4,416,301 4,501,867

仕掛品 127,322 36,875

原材料及び貯蔵品 927,288 990,295

未収還付法人税等 － 27,129

その他 417,786 283,414

貸倒引当金 △2,316 △2,951

流動資産合計 9,824,733 10,483,405

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,529,678 7,989,878

機械装置及び運搬具（純額） 4,752,437 4,834,291

土地 4,934,536 4,907,850

その他（純額） 2,797,229 909,287

有形固定資産合計 19,013,881 18,641,307

無形固定資産   

その他 312,335 327,888

無形固定資産合計 312,335 327,888

投資その他の資産   

その他 625,983 620,498

貸倒引当金 △8,861 △8,861

投資その他の資産合計 617,122 611,637

固定資産合計 19,943,339 19,580,834

資産合計 29,768,072 30,064,240

― 11 ―



(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２  2,039,327 ※２  1,798,111

短期借入金 8,110,911 ※３  10,451,681

未払法人税等 64,357 12,126

賞与引当金 261,459 118,317

その他の引当金 10,000 －

その他 ※２  2,321,507 ※２  1,321,076

流動負債合計 12,807,562 13,701,313

固定負債   

長期借入金 8,831,098 8,577,295

退職給付引当金 973,737 996,745

その他の引当金 115,258 132,229

その他 470,295 508,756

固定負債合計 10,390,390 10,215,027

負債合計 23,197,953 23,916,340

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,618,888 1,618,888

資本剰余金 1,541,589 1,541,589

利益剰余金 3,484,252 3,057,451

自己株式 △88,923 △88,923

株主資本合計 6,555,806 6,129,006

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13,604 18,893

繰延ヘッジ損益 708 －

その他の包括利益累計額合計 14,312 18,893

純資産合計 6,570,119 6,147,899

負債純資産合計 29,768,072 30,064,240
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 10,708,679 11,005,022

売上原価 8,662,595 9,535,947

売上総利益 2,046,083 1,469,075

販売費及び一般管理費 1,833,015 1,895,713

営業利益又は営業損失（△） 213,068 △426,638

営業外収益   

受取利息 38 49

受取配当金 6,426 6,821

為替差益 16,944 116,312

その他 72,447 115,230

営業外収益合計 95,857 238,413

営業外費用   

支払利息 142,280 176,751

その他 35,548 15,216

営業外費用合計 177,828 191,968

経常利益又は経常損失（△） 131,096 △380,192

特別利益   

固定資産売却益 － 13,583

特別利益合計 － 13,583

特別損失   

固定資産売却損 － 9,233

固定資産除却損 13,523 15,392

特別損失合計 13,523 24,625

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

117,573 △391,234

法人税、住民税及び事業税 7,858 7,834

法人税等調整額 13,144 3,919

法人税等合計 21,003 11,753

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

96,569 △402,988

少数株主損失（△） △96 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 96,666 △402,988
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

96,569 △402,988

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △12,246 5,289

繰延ヘッジ損益 △28,520 △708

その他の包括利益合計 △40,767 4,580

四半期包括利益 55,802 △398,407

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 55,899 △398,407

少数株主に係る四半期包括利益 △96 －
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

１  受取手形割引高及び債権流動化による売掛債権譲渡額 

  
※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。  

 なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。 

  
※３  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。 
  

  

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

受取手形割引高 369,040千円 272,707千円 

債権流動化による売掛債権譲渡額 664,669 587,880 
 

  
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形 2,629千円 953千円 

割引手形 107,767 61,153 

支払手形 65,910 42,946 

その他(設備関係支払手形) 19,532 714 
 

  
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

貸出コミットメントの総額 2,150,000千円 2,150,000千円 

借入実行残高 ― 1,750,000 

 差引額 2,150,000 400,000 
 

   
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

減価償却費 1,023,329千円 1,349,966千円 

のれんの償却額 2,322 ― 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日  至 平成24年12月31日） 

１．配当金支払額 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間末後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１．配当金支払額 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月10日 

取締役会 
普通株式 23,857 3.0  平成24年３月31日  平成24年６月21日 利益剰余金

平成24年11月９日 

取締役会 
普通株式 23,857 3.0  平成24年９月30日  平成24年12月10日 利益剰余金

 

(決  議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
（円） 

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月10日 

取締役会 
普通株式 23,812 3.0 平成25年３月31日 平成25年６月21日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

(注)  セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 重要な事項はありません。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  重要な事項はありません。  

  

  （単位：千円） 
 

  

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額 

（注）感光性材料事業 化成品事業 計

売上高  

外部顧客への売上高 5,708,683 4,999,996 10,708,679 ― 10,708,679 

 セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

― 686,201 686,201 △686,201 ― 

計 5,708,683 5,686,197 11,394,881 △686,201 10,708,679 

セグメント利益 2,738 210,329 213,068 ― 213,068 
 

        (単位：千円) 

 

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額 

(注)感光性材料事業 化成品事業 計

売上高           

  外部顧客への売上高 6,113,126 4,891,896 11,005,022 ― 11,005,022 

 セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

― 84,645 84,645 △84,645 ― 

計 6,113,126 4,976,541 11,089,667 △84,645 11,005,022 

セグメント利益又は損失（△） 208,845 △635,483 △426,638 ― △426,638 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  (自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額
（△） 

12円16銭 △50円77銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△） 
  （千円） 

96,666 △402,988 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損失
金額（△）（千円） 

96,666 △402,988 

    普通株式の期中平均株式数(株) 7,950,711 7,937,423 
 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成26年２月７日

東洋合成工業株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

洋合成工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平

成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋合成工業株式会社及び連結子会社の平

成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    鈴    木          聡    印 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    植  木  貴  幸    印 
 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年２月７日 

【会社名】 東洋合成工業株式会社 

【英訳名】 Toyo Gosei Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    木  村  有  仁 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 千葉県市川市上妙典1603番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

  
 



当社代表取締役社長木村有仁は、当社の第64期第３四半期(自 平成25年10月１日 至 平成25年12月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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